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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第３四半期連結
累計期間

第58期
第３四半期連結
累計期間

第57期

会計期間
自平成28年７月１日
至平成29年３月31日

自平成29年７月１日
至平成30年３月31日

自平成28年７月１日
至平成29年６月30日

売上高 （千円） 11,596,639 11,857,804 17,089,383

経常利益 （千円） 2,759,558 1,856,615 3,871,322

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,994,118 1,301,022 2,771,697

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,416,138 1,413,123 3,302,600

純資産額 （千円） 28,964,197 30,354,163 29,665,465

総資産額 （千円） 33,673,955 35,650,182 34,784,452

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 685.62 451.21 953.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 86.0 85.1 85.3

 

回次
第57期

第３四半期連結
会計期間

第58期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年３月31日

自平成30年１月１日
至平成30年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 34.05 10.63

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は平成30年１月１日をもって普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これによ

り、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算

定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、当第３四半期連結累計期間において、株式会社ライオン屋の株式を100％取得したこと

に伴い、株式会社ライオン屋を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績と人手不足を背景とした雇用環境の改善などに

より、国内景気は引き続き堅調に推移しております。一方で、米国政権の混乱や、中東及びアジア地域における地政

学的リスクの高まりなど国際情勢の混乱による影響が懸念されるなど、先行きは依然として不透明な状況が続いてお

ります。我々アパレル業界、ワーキング業界においては、好調な企業業績に牽引され法人需要は堅調に推移しました

が、ネット通販の拡大などにより業種・業態を超えた競争が激化しており、当社を取り巻く環境は引き続き変化して

きております。

　このような状況のもと当社グループにおきましては、市場環境の変化に対応すべく、ワーキング事業においては、

ネット通販市場の拡大を受け、主要ブランド「JICHODO（ジチョウドウ）」、次世代戦略ブランド「Jawin（ジャウィ

ン）」、世界戦略ブランド「Z-DRAGON（ジィードラゴン）」においては、多くのユーザーへ支持されるよう、積極的

に広告宣伝活動を行い、ブランド知名度の向上に努め、売上・利益の拡大を図ってまいりました。フットウェア分野

においては、新商品を多数市場に投入し、個人需要だけでなく法人需要の拡大に努めるとともに、新規流通ルートの

開拓・取引拡大に取り組んでまいりました。医療用白衣・介護ウェア分野においては、医療・福祉関係の展示会へ積

極的に出展し、自重堂の医療用白衣・介護ウェアブランドである「WHISeL（ホワイセル）」ブランドの知名度向上を

図るとともに、新規取引先の開拓、既存取引先との関係強化に注力してまいりました。メンズカジュアル事業におい

ては、新たな流通ルートの開拓と、大手販売店との取組を強化し、売上・利益の回復に努めてまいりました。

　生産面におきましては、海外生産地の人件費及び原材料費の上昇により製造原価は上昇しておりますが、生産工場

の変更などによりコスト抑制に努めるとともに、納期・品質管理体制を更に強化し、自重堂の在庫力・フォロー力に

対するお客様からの信頼向上に努めてまいりました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、主力のユニフォームにおいては、上期に発生した納期遅れが解

消し機会ロスが減少したこともあり、売上は堅調に推移し、フットウェア、医療用白衣・介護ウェア、メンズカジュ

アルも好調に売上を伸ばしたことから、売上高は11,857百万円（前年同四半期比2.3％増）となりました。利益面に

おいては、製造原価が上昇していることなどにより粗利率は若干低下したものの、販管費を抑制できたことなどか

ら、営業利益は1,945百万円（前年同四半期比1.1％増）となり、営業利益ベースでは、増収増益となりました。経常

利益は、輸入取引に係る為替変動リスクをヘッジする目的で行っております為替予約取引に係る時価評価によるデリ

バティブ評価損336百万円を営業外費用に計上したことなどにより1,856百万円（前年同四半期比32.7％減）となり、

親会社株主に帰属する四半期純利益は1,301百万円（前年同四半期比34.8％減）となりました。

 

　なお、当社グループは単一セグメントに該当するため、セグメント情報は記載しておりません。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。
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(3）財政状態に関する分析

資産、負債及び純資産の状況

　当第３四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ865百万円増加し、35,650百万円

となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ642百万円増加し、25,347百万円となりました。これは主に、原材料及び貯

蔵品が1,091百万円、流動資産その他が507百万円増加したことと、受取手形及び売掛金が742百万円、商品及び製品

が187百万円、繰延税金資産が116百万円減少したことなどによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ222百万円増加し、10,302百万円となりました。これは主に、無形固定資産

が133百万円増加したことなどによるものであります。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ150百万円増加し、3,711百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が1,186百万円、流動負債その他が109百万円増加したことと、未払法人税等が1,013百万円、賞与引当金が100百

万円減少したことなどによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ26百万円増加し、1,584百万円となりました。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ688百万円増加し、30,354百万円となりました。これは主に、利益剰余金が580

百万円、その他有価証券評価差額金が116百万円増加したことなどによるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,344,200

計 7,344,200

(注)　平成29年９月27日開催の第57期定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。これに

より、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、当社普通株式５株を１株に株式併合し、発行可能

株式総数は29,376,800株減少し、7,344,200株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年５月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,230,701 同左
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 3,230,701 同左 － －

(注)　平成29年８月29日開催の取締役会において、単元株式数の変更について決議し、また、当該変更の条件でありま

した平成29年９月27日開催の第57期定時株主総会における株式併合の議案が承認可決されました。これにより、

株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、発行済株式総数は12,922,805株減少し、3,230,701株と

なっております。併せて、単元株式数は1,000株から100株に変更しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年１月１日 △12,922,805 3,230,701 － 2,982,499 － 1,827,189

(注)　平成29年９月27日開催の第57期定時株主総会の決議に基づき、平成30年１月１日を効力発生日として普通株式５

株を１株に株式併合しております。そのため、提出日現在における発行済株式総数は12,922,805株減少し、

3,230,701株となっております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,737,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  14,266,000 14,265 －

単元未満株式 普通株式     150,506 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 16,153,506 － －

総株主の議決権 － 14,265 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の株式数の欄は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

すが、当該株式に係る議決権１個については、議決権の数の欄からは除いております。

３．平成29年９月27日開催の第57期定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。こ

れにより、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、発行済株式総数は12,922,805株減少し、

3,230,701株となっております。併せて、単元株式数は1,000株から100株に変更しております。

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

　 株式会社自重堂

　広島県福山市新市町

　大字戸手16-2
1,737,000 － 1,737,000 10.75

計 － 1,737,000 － 1,737,000 10.75

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平

成30年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社自重堂(E00607)

四半期報告書

 7/16



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,522,210 7,606,701

受取手形及び売掛金 5,222,427 ※ 4,479,563

商品及び製品 9,524,527 9,337,162

仕掛品 3,533 8,457

原材料及び貯蔵品 1,997,363 3,088,972

繰延税金資産 204,770 88,560

その他 241,505 749,232

貸倒引当金 △11,554 △10,953

流動資産合計 24,704,783 25,347,697

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,746,553 1,686,269

土地 4,077,713 4,089,148

その他（純額） 148,309 155,462

有形固定資産合計 5,972,576 5,930,879

無形固定資産 30,097 163,737

投資その他の資産   

投資有価証券 3,057,695 3,145,880

繰延税金資産 － 1,007

その他 1,074,212 1,118,929

貸倒引当金 △54,912 △57,948

投資その他の資産合計 4,076,995 4,207,868

固定資産合計 10,079,669 10,302,485

資産合計 34,784,452 35,650,182
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,807,162 2,993,846

未払金 155,941 127,931

未払法人税等 1,030,815 17,068

返品調整引当金 83,195 80,156

賞与引当金 179,790 79,107

その他 304,400 413,684

流動負債合計 3,561,305 3,711,794

固定負債   

退職給付に係る負債 585,746 586,546

繰延税金負債 173,282 223,621

その他 798,653 774,055

固定負債合計 1,557,682 1,584,224

負債合計 5,118,987 5,296,018

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,982,499 2,982,499

資本剰余金 1,827,576 1,828,530

利益剰余金 25,401,544 25,981,616

自己株式 △1,709,929 △1,714,355

株主資本合計 28,501,691 29,078,290

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,149,413 1,265,835

退職給付に係る調整累計額 14,360 10,037

その他の包括利益累計額合計 1,163,773 1,275,873

純資産合計 29,665,465 30,354,163

負債純資産合計 34,784,452 35,650,182
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成29年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 11,596,639 11,857,804

売上原価 7,502,999 7,760,116

売上総利益 4,093,640 4,097,688

販売費及び一般管理費 2,169,710 2,152,594

営業利益 1,923,929 1,945,094

営業外収益   

受取利息及び配当金 35,564 37,563

為替差益 14,461 445

有価証券売却益 12,404 150,362

受取賃貸料 49,328 48,545

デリバティブ評価益 707,052 －

その他 46,124 39,608

営業外収益合計 864,935 276,524

営業外費用   

賃貸収入原価 28,992 28,747

デリバティブ評価損 － 336,007

その他 314 249

営業外費用合計 29,307 365,004

経常利益 2,759,558 1,856,615

特別利益   

投資有価証券売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産除売却損 0 －

投資有価証券評価損 － 348

特別損失合計 0 348

税金等調整前四半期純利益 2,759,557 1,856,267

法人税、住民税及び事業税 866,992 435,786

法人税等調整額 △101,552 119,457

法人税等合計 765,439 555,244

四半期純利益 1,994,118 1,301,022

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,994,118 1,301,022
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成29年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成30年３月31日)

四半期純利益 1,994,118 1,301,022

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 418,917 116,422

退職給付に係る調整額 3,102 △4,322

その他の包括利益合計 422,020 112,100

四半期包括利益 2,416,138 1,413,123

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,416,138 1,413,123

 

EDINET提出書類

株式会社自重堂(E00607)

四半期報告書

11/16



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　第３四半期連結会計期間より、新たに株式を取得した株式会社ライオン屋を連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年３月31日）

受取手形 －千円 309,463千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成29年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成30年３月31日）

減価償却費 105,351千円 92,642千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成29年３月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月28日

定時株主総会
普通株式 727,220 50 平成28年６月30日 平成28年９月29日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成28年８月30日開催の取締役会決議に基づき、平成28年９月12日付で、自己株式1,500,000株

の消却を実施しました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が388千円、利益剰余金

が1,415,611千円、自己株式が1,416,000千円それぞれ減少し、当第３四半期連結会計期間末において資本剰

余金が1,827,576千円、利益剰余金が24,623,965千円、自己株式が1,524,735千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成30年３月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月27日

定時株主総会
普通株式 720,951 50 平成29年６月30日 平成29年９月28日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成29年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成29年７月１日　至　平成30年３月31日）

　当社グループは、衣料品製造販売を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社ライオン屋

事業の内容     ：布帛製品、ゴム製品、樹脂加工品の売買

(2）企業結合を行った主な理由

当社グループの企業価値の向上を図ることを目的としております。

(3）企業結合日

平成30年２月16日（みなし取得日　平成30年３月31日）

(4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5）結合後企業の名称

変更ありません。

(6）取得した議決権比率

100％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　みなし取得日を平成30年３月31日として連結しているため、当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結損

益計算書には、被取得企業の業績は含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 

　　取得の対価　　　現金及び預金 714,445千円

　　取得原価 714,445

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　14,445千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

122,482千円

(2）発生原因

　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものです。

(3）償却方法及び償却期間

４年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成29年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 685円62銭 451円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,994,118 1,301,022

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
1,994,118 1,301,022

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,908 2,883

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は平成30年１月１日をもって普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、

前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しておりま

す。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月11日

株式会社自重堂

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松嶋　　敦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中原　晃生　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社自重

堂の平成２９年７月１日から平成３０年６月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成３０年１月１日

から平成３０年３月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２９年７月１日から平成３０年３月３１日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社自重堂及び連結子会社の平成３０年３月３１日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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